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1. 緒 言 

近年、行動科学の考え方を応用した身体活動・運動の促進プログラムが盛んに計画、実行されるよ

うになってきた。行動科学の理論やモデルに基づいた介入は、個人の行動変容に対する準備性に応じ

て行動介入を行うために身体的に活動的なライフスタイルを実現させるのに有効であることが示され

ている（岡, 2000）。 

これまで、行動科学の理論やモデルを応用したプログラムは、対象者と対面して直接、身体活動・

運動を採択、維持していくための知識や行動変容技法を伝える形式が多かった。しかしながら、対面

式プログラムには、主催者側の人的資源の不足や開催場所の都合から参加者を制限しなければならな

いといった問題がある。また、参加者の都合とプログラムの日程が合わない場合や、プログラム開催

場所へ行くのが負担だと感じる者がおり、運営していく上での困難が比較的多いと考えられる。その

ため、近年では通信手段を活用した身体活動促進プログラムが開発され、その実用性に期待が寄せら

れている。通信型プログラムに関する先行研究では、印刷教材を用いた介入が多く、内容は行動科学

の考え方を応用し、対象者の動機づけの準備性に合わせた知識や行動変容技法を提供している。 

我々は、本研究に先立ち、運動習慣のない者に活動的なライフスタイルの形成を促すことを目的と

したウォーキング推進ビデオ（以下、ビデオ教材）を開発した（古一ら, 2003）。このビデオ教材に対

する評価を行うために、職域従業員を対象にビデオ上映会を行った。その結果、上映会参加者のうち

運動習慣のない者の大半がビデオを視聴してウォーキングに興味を持つようになった（古一ら, 2004）。

しかしながら、この調査では対象者のウォーキングに対する意識の変化について検討しただけであり、

対象者が実際にウォーキングを実践したか否かについての検討は、今後の課題となった。 

そこで、本研究では以下の 2点について検討することを目的とした。 

1）これまでの先行研究を踏まえ、新たにウォーキング推進プログラムに用いる印刷教材を開発す

ること 

2）開発した印刷教材とビデオ教材を用いた単独および併用プログラムの評価を行い、それらのプ

ログラムが日常生活での歩数（日歩数）の増加、あるいは運動セルフ・エフィカシーの向上に

効果があるか否かを検証すること 

 

2. 印刷教材の開発 

2.1 目 的 

印刷教材は、「生き活き日記」という名称とし、普段あまり歩くことがないまま生活を送ってきた者

が、意識的に歩く機会を増やし、活動的な生活を送ることができるように促すことを目的として開発

した。 

2.2 印刷教材の構成 
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2.2.1 印刷教材開発のコンセプト 

印刷教材は、1）ウォーキングをすることに興味のない者や、興味はあるが実行していない者に、

ウォーキングを始めるための「きっかけ」と、それを習慣化していくために必要な情報を提供するこ

と、2）参加者は提供した情報を実際に活用し、日常の中で無理なくウォーキングをする機会を増や

すような工夫を見つけることを目指した。 

教材の開発にあたっては、主にBandura（1986）の社会的認知理論と、Prochaska & DiClemente

（1983）のトランスセオレティカルモデル（transtheoretical model: TTM）の考え方を応用した。 

2.2.2 印刷教材の概要 

印刷教材は、第 1章から第 4章までとし、各章の前半は行動変容技法に関する情報を掲載し、後半

は目標設定、セルフ・モニタリング・自己強化を繰り返し行えるようなワークシートで構成した。 

学習内容は以下の通りである。 

第 1章：適切な目標を自己決定し、日常生活の中にウォーキングをする機会が増えるように工夫す

ること。 

第 2章：目標を達成した時は何か「ご褒美」となるものを用意し、動機づけが維持ができるように

促すこと。 

第 3章：ウォーキングの機会をなるべく増やせるように、周囲からの支援を得られるようになるこ

と。 

第 4章：ウォーキングを妨げる要因への対処法を事前に準備して、ウォーキング習慣を失わないよ

うにすること。 

また、印刷教材に併せてフィードバックシート・ビデオ教材の復習問題の開発も行った。フィード

バックシートは、1）参加者各々の 2 週間分の歩数変動グラフ、2）１週間の目標歩数、3）1 週間の

平均歩数、4）目標達成の他者評価、5）参加各々へのアドバイスを掲載し、参加者が決定した目標が

できるだけ達成できるよう支援した。ビデオの復習問題は、参加者にビデオを繰り返し見てもらうこ

とを目的として作成した。 

 

3. 方 法 

3.1 研究デザイン 

本研究は、行動科学の考え方を応用した印刷教材とビデオ教材を用いた通信教育型ウォーキングプ

ログラムが、参加者の日常身体活動量に及ぼす効果を検証するために、日歩数の変化を主な指標とし

た。また、行動変容の重要な媒介変数であるセルフ・エフィカシーに及ぼす効果も検証した。 

2 つの教材の併用効果と単独効果を検証するために、以下の 4 つの群を設定した。A～C 群を介入

群、D群を対照群とした。 

A群：ビデオ教材、印刷教材、歩数計、歩数記録表 

B群：印刷教材、歩数計、歩数記録表 

C群：ビデオ教材、歩数計、歩数記録表 

D群：歩数計、歩数記録表 

歩数記録表には、1）目標設定、セルフ・モニタリング、自己強化という行動変容技法を組み入れ

た記録表と、2）日付と歩数のみを記録する一般的な記録表の 2種類があり、A、B群には 1）の記録

表を、C、D 群には 2）の記録表を活用した。使用する教材は異なるが、全ての参加者はウォーキン

グプログラムを行うような設定となっている。本研究全体の流れを図 1に示す。 
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図1. 本研究の流れ 

 

3.2 介入刺激 

本研究は、所沢市内の新聞定期購読者（約 49,600 世帯）を対象に、通信教育型ウォーキングプロ

グラム｢歩いて生き活き通信講座｣の広告を新聞折り込みチラシとして配布した。募集期間は2004年 8

月 2日～6日の 5日間であった。 

広告には「太ってきた」、「運動不足だと思う」、「医者から運動しなさいと言われた」等の参加者が

感じる潜在的な悩みと共に、「時間が合わない」、「何をすればいいのか分からない」、「自分のペースで

運動をしたい」という教室型ウォーキングプログラムに対する不満を記載し、本講座に参加を促すよ

うなイラストを加え募集を行った。 

参加条件は、20歳以上の男女であり、講座期間は 2ヶ月間、講座期間の前後にそれぞれ 1週間の測

定と調査を行なった。募集内容は定員先着 100名、参加費は無料であった。 
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図2. 通信教育型ウォーキングプログラム｢歩いて生き活き通信講座｣の広告（上：表面・下：裏面） 

 

3.3 介入方法 

応募者は 146名であり、応募してきた者から準無作為に 4群に割り付けた。最終的に本研究に参加

同意したのは 136名（A群 36名、B群 37名、C群 34名、D群 29名）であった。介入前に、1）日

歩数、2）運動行動の変容ステージ（岡, 2003）、3）運動セルフ・エフィカシー（岡, 2003）を測定し

た。介入後は、上記 3つの測定に加えてプログラム評価の項目を加えた。 

各群に異なる組み合わせの教材を配布し（表 1）、8週間の介入プログラムを行った。 

 

表１：各群に配布した教材 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 統計処理 

参加者の基本属性の均等性を見るために、年齢に関しては一元配置分散分析を用い、性別、フルタ

イムの職業に関してはχ2検定を行った。介入前の歩数と運動セルフ・エフィカシーについて群間で均

等があるかを調べるために、一元配置分散分析をおこなった。介入前後の日歩数の比較は、測定した

それぞれの 1週間の平均歩数を算出し、時間×群の二元配置分散分析を行った。同様に、介入前後の

運動セルフ・エフィカシーの比較についても二元配置分散分析を行った。参加者のプログラムの評価

については、項目ごとに割合を算出し、比の検定を行い、有意差が認められた場合、D群を対照にT
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検定を行った。解析にはSPSS 11.0 J for windowsを用い、危険率 5%未満を有意性の判定基準とし

た。 

 

4. 結 果 

4.1 募集チラシの効果 

本研究のチラシで示された募集期間内の応募者数は 146名であり、最終的に 136名が質問紙調査へ

の回答およびライフコーダーによる日歩数の測定を行った（男性：57 名、平均年齢 61.6±11.5 歳、

女性：79名、平均年齢 53.8±11.5歳）。136名の参加者を準無作為割り付けで４つの群に割り当てた

結果、プログラム開始時における参加者の年齢、日歩数、運動セルフ・エフィカシーには群間で差異

がみられなかった。また、各群間の変容ステージの分布にも違いは認められなかった。本プログラム

への参加者の運動変容の変容ステージの分布は、無関心期 7名（5.1%）、関心期 53名（39.0%）、準

備期 35名（25.7%）、実行期 8名（5.9%）、維持期 33名（24.3%）であった。この結果から、本プロ

グラムの参加者は、無関心期から準備期の割合が高く、反対に実行期から維持期の割合が低かった（表

2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 プログラム継続状況 

参加者 136名のうち 11名（A群 3名、Ｂ群 1名、C群 6名、D群 1名）がプログラムへの参加を

途中で中断し、プログラム終了時に測定を行ったのは、全体で 125名であった。従って、各群のプロ

グラム継続者の割合は、A群 91.6%、B群 92.1%、C群 85.2%、D群 96.5%であった。非継続者 11

名の中断理由は、体調不良などの身体的理由 2名、参加者の都合 2名、不明 7名であった。これらの

割合は、プログラム終了後の歩数記録表提出率と一致していた。 

4.3 運動行動の変容ステージの変化 

各群で介入前に運動習慣のない者（無関心期から準備期）のうち介入後に実行期へと移行した割合

を算出した結果、A群 28人中 9人（32.1%）、B群 26人中 11人（42.3%）、C群 18人中 5人（27%）、

D 群 20 人中 5 人（25.0%）であった。これらの割合を比の検定で比較した結果、有意な差は認めら

れなかった（p=0.20）。 

4.4 日歩数の変化 

本研究では、歩数の変化について参加者にライフコーダーを配布して、プログラム開始前と終了後

の歩数の測定を行い、測定期間（7日間）の各群における平均値を算出した。介入前参加者 136名中

1名の平均歩数は57620歩であり、本研究の標的対象者とは明らかに異なるため、分析対象外とした。

従って、介入前は 135名（A群 36名、B群 37名、C群 34名、D群 28名）の平均日歩数を分析に

変容ステージ  A群  B群  C群  D群 全体

無関心期 2(  5.6) 0(  0.0) 2(  5.9) 3(10.3) 7(  5.1)
関心期 18(50.0) 10(27.0) 13(38.2) 12(41.1) 53(39.0)
準備期 8(22.2) 16(43.2) 5(14.7) 6(20.7) 35(25.7)
実行期 2(  5.6) 2(  5.4) 4(11.8) 0(  0.0) 8(  5.9)

維持期 6(16.7) 9(24.3) 10(29.4) 8(27.6) 33(24.3)

数字は人数、カッコ内は％

表2．介入前の行動変容段階 
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用いた。介入前の各群の日歩数は A群 8658歩±2665、B群 8226歩±3182、C群 9734歩±3297

歩、D群 8913歩±3298であり、介入前に有意な差は認められなかった（p=0.21）。 

介入後のライフコーダーの測定を終了した者は全体で 125名（A群 33名、B群 35名、C群 29名、

D 群 27 名）であった。介入前後の各群の平均歩数について群×時間の繰り返しのある二元配置分析

を行ったところ、時間の要因には有意な差が見られた（p=0.01）。各群の介入前と介入後での日歩数

の増加量は、A群 1579歩、B群 1673歩、C群 1368歩、D群 1277歩であった。しかし、時間と群

の交互作用はみられなかった（p=0.37）。これらのことから、すべての群に割り振られた参加者の日

歩数は、プログラム後で同程度の増加傾向があるが、プログラムによる歩数への影響に差はみられな

かった（図 3）。 

 

 

図3. 介入前後における各群の日歩数の変化 

 

4.5 運動セルフ・エフィカシー 

介入前における運動セルフ・エフィカシーの各群の平均得点は、A群 11.0点、B群 11.7点、C群

12.0点、D群 13.0点であった。これらの平均得点について、介入前における群間の運動セルフ・エ

フィカシーの平均得点に有意な差はみられなかった（p=0.36）。介入後における各群の運動セルフ・

エフィカシーは、A群 16.5点、B群 18.6点、C群 17.4点、D群 16.6点であった。介入前後の運動

セルフ・エフィカシーの平均得点について、群と時間の 2元配置分散分析を行ったところ、時間の主

効果が認められた（p=0.001）。しかし、時間×群の交互作用はみられなかった（p=0.22）。この結果

から、すべての群に割り振られた参加者の運動セルフ・エフィカシーの得点は、プログラム後で同程

度の増加傾向があるが、プログラムによる運動セルフ・エフィカシーへの影響に差はみられなかった。 

4.6 参加者によるプログラムの評価 

プログラム自体の評価として「プログラムに参加して思ったこと、感じたことはどんなことか？」

という質問項目を介入後に尋ねた。思ったことや感じたことについては、6 つの項目があり、参加者
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は、当てはまる項目すべてに○印をつけた。その結果、1)「体調が良いと感じるようになった」が A

群 33%、B群 32%、C群 26％、D群 32%、2)「健康に気をつけるようになった」がA群 42%、B群

53%、C群 29%、D群 43%、3)「運動をする良いきっかけになった」がA群 88%、B群 77%、C群

55%、D群 46%、4)「歩く楽しみを感じるようになった」がA群 64%、B群 59%、C群 36%、D群

25%、5)「楽しかった」がA群 36%、B群 41%、C群 19%、D群 39%、6)「これからも続けたい」

が A群 94%、B群 79%、C群 58％、D群 43%であった。これらの値について、χ2検定を行った結

果、3)「運動をする良いきっかけになった」、4)「歩く楽しみを感じるようになった」6)「これからも

続けたい」について群間に有意な差がみられた（p<0.01；表 4-3）。D群に比べてA群およびB群の

方が 3つの項目に対して高い評価であった（図 4；3）p=0.001、p=0.016、4）p=0.006、p=0.019、6）

p=0.001、p=0.004）。 

 

図4. プログラムに対する各群の評価 

 

5. 考 察 

身体活動・運動プログラムは、運動の実施、継続の程度によって示される実用性によって評価され

る（Grasgow et al., 1993）。本研究におけるプログラムの継続率は、A群 91.6%、B群 97.2%、C群

82.3%、D群 96.4%であった。このような身体活動・運動の継続に対して影響を及ぼす要因には、運

動のタイプ、コスト、複雑さなど運動自体の要因（Salis et al., 1986）と、施設の利便性やアクセス

など環境要因（Salis et al., 1989）があると報告されている。 

King et al.（1991）の研究は、グループの形式による走運動を内容とする運動プログラムを実施し、

プログラム継続率は、32.6%であったと報告している。彼らは、このようなプログラムの継続率が低

かった理由として用いた運動の強度が高かったことを挙げている。このように運動自体の要因は運動
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プログラムの継続に大きな影響を及ぼすことが考えられる。本研究のプログラムの継続率は彼らの研

究に比較して高かった。その理由として、運動の強度や量が適切であったと考えられる。本研究では、

比較的低強度の運動であるウォーキングを題材としていた。また、運動量も、参加者各々が体力や体

調に合わせその量を決めて行うようにした。これは、運動習慣のない者がこれから長期に渡り身体活

動を継続していくための条件として、手軽にできる運動を参加者各々の判断に応じて無理なく行うこ

とが重要であると考えられる。本研究は、自宅周辺や外出先などで実施可能なウォーキングプログラ

ムであることから、施設への利便性という環境要因は障害にならなかったと考えられる。このように、

本研究の対象者において身体活動継続に対する阻害要因が少なかったことが考えられる。これらのこ

とが継続率を高めた要因の一つと考えられる。 

また、本プログラムのように通信型で行うプログラムは、友人や仲間と一緒に行うグループ学習型

プログラムに比べて、運動に対する動機や意欲を維持することが困難であることが予想される。本研

究では、参加者 136名の内、家族で参加を希望した者は 41組（83名）であった（夫婦 39組；78名、

親子 2組；5名）。これらの参加者が提出した歩数記録表には、夫婦または親子で一緒にウォーキング

を行ったと記述してあるものが多かった。つまり、家族の中でソーシャルサポートが生まれたと考え

られる。このことは、ウォーキングに対する参加者の動機づけを高め、今回のようなプログラムの継

続率に結びついたと考えられる。 

本プログラムが参加者の身体活動量に及ぼす効果の指標としては、日歩数と運動セルフ・エフィカ

シーを取り上げた。ライフコーダーを用いて介入前後に測定した平均日歩数の結果を見ると、すべて

の群において介入後で同程度の歩数が増えている傾向があったが、群間の差は認められなかった。A、

B 群の日歩数が増加する傾向を示すということは予想していたが、C、D 群も同程度の歩数の増加傾

向を示すということは予想外であった。このような結果が出た理由には、参加者の身体活動・運動に

対する動機づけの準備性が考えられる。本研究参加者は、関心期（29.0%）や準備期（25.7%）の者

が多かった。TTM では、関心期や準備期にいる者は、行動変容を起こしやすいということが示され

ている（Prochaska & Marcus, 1994）。ビデオ教材に含まれる最小限の情報、または単にウォーキン

グプログラムに参加することは、行動を変容するということに意欲的な者にとって日常生活の中にウ

ォーキングを組み入れることに十分適当な刺激であり、結果的に歩数の増加へと結びついたと考えら

れる。 

奥野ら（2003）は、運動を継続する支援機器として歩数計の有効性と身体活動量の増加や運動継続

の動機づけと運動継続との関係について研究を行った。その結果、3 ヶ月間のプログラムを継続する

ことが出来た理由として「歩数計を使用したこと」を挙げた者が 96.2%おり、7割強の者が歩数計は

ウォーキングや身体活動量の増加に有効であると感じているという報告をしている。また、国柄ら

（2002）は、6種類の生活習慣（身体活動量の増加、健康的な食生活、適切な飲酒、禁煙や減煙、口

腔衛生、ストレス対処）の改善を目的として、職域で 1ヶ月の通信による最小限の行動変容技法（セ

ルフ・モニタリング）を用いた介入を行った。その結果、6 つの習慣すべてにおいて改善が認められ

たと報告している。この結果について、国柄らは、セルフ・モニタリングのみという簡便で修得しや

すい行動変容技法を用いたことが理由であるとしている。これらのことから、歩数計や歩数記録表で

も行動変容の動機が高い者にとっては、有効な教材であったと考えられる。 

本プログラムに対する評価をみると、「運動をする良いきっかけになった」、「歩く楽しみを感じるよ

うになった」という2項目に対してD群と比較してA、B群の者がそれぞれ有意に高い評価を示した。

このことから、A群や B群で配布した教材は D 群で配布した教材よりも身体活動・運動に対する意
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識を向上させるのに効果的な教材であったと考えられる。さらに「これからも続けたい」と感じた者

もA、B群の方がD群と比較して有意に高かった。今回の介入は 8週間という短期間のプログラムで

あったが、より長期的に支援を行う場合には、A群（印刷教材とビデオ教材）やB群で使用した教材

（印刷教材のみ）の方が、D群（歩数計記録表）よりも身体活動量を向上させるのにより望ましい教

材であることが予想される。 

本研究は、運動習慣のない者を対象にしたプログラムを計画したため、チラシを作成するにあたり

標的となる対象者をできる限り効率良く集められるように配慮した。その結果、介入前における参加

者の運動行動の変容ステージをみると、無関心期 7名（5.1%）、関心期 53名（39.0%）、準備期 35名

（25.7%）、実行期 8 名（5.9%）、維持期 33 名（24.3%）であった。これらの割合から、今回作成し

たチラシにより運動習慣のない者（無関心期、関心期、準備期）を運動習慣のある者（実行期、維持

期）よりも比較的多く集めることができたと考えられる。しかし、介入前における歩数の測定をした

ところ参加者全体の平均日歩数は 8913 歩であった。また、無関心期～準備期といった運動習慣のな

い者でも介入前の平均日歩数は 8475 歩と比較的高い数値であった。このことは、ライフコーダーと

いう測定機材が参加者の身体活動・運動に対する意識を刺激し、普段よりも多く歩いてしまったとい

う測定バイアスが考えられる。そのため、介入前の運動行動の変容ステージから得られた特徴と平均

歩数が一致していないことが考えられる。 

本研究にはいくつかの限界が考えられ、それらは以下の 2点に集約される。 

1 点目は、本研究ではプログラムを全て終了した者の中から抽選で景品を贈呈することをチラシに

明記しており、このことが参加者のプログラム継続を高めたことが考えられる。 

2 つ目の限界は、非介入群を設定していなかったこと考えられる。本研究デザインでは、4 つの介

入群が非介入群と比べて、どの程度日歩数を増加させることに有効であったのかを判断できないから

である。D群は非介入群ではないが、印刷教材とビデオ教材の効果をみるために部分的には対照群と

位置付けることができる。D群が他の 3群と同程度の歩数増加を示したことは予想外であったが、こ

の結果から、身体活動促進のための最小限の介入を行う上で、完全な対照群を設定することが必要で

あると考えられる。 

 

6. まとめ 

本研究は、ウォーキングに興味のない者や運動習慣のない者が意識的に歩く機会を増やし活動的な

生活を送るように促すことを目的として開発した印刷教材と、ビデオ教材を組み合わせた通信教育型

ウォーキングプログラムを開発し、その評価を行うと共に、日歩数と運動セルフ・エフィカシーにど

のような効果をもたらすのかについて検証することを目的とした。 

印刷教材とビデオ教材を組み合わせた効果、および 2 つの教材それぞれの効果を検証するために、

A群）印刷教材とビデオ教材、B群）印刷教材のみ、C群）ビデオ教材のみ、D群）歩数計と記録表

の 4群を設定した。本研究は、通信手段を用いた介入プログラムであったために、指導者と参加者は

8週間の介入期間中、1度も会うことはなかった。 

A、B群に対しては、印刷教材を 2週間に 1度配布した。また、参加者は記入の終わった教材を提

出した。つまり A、B群に対して双方向性のある介入をおこなった。一方、C、D群に対しては、教

材を 1回目の教材配布後は、教材を配布しなかった。参加者は、8週間後に教材を提出した。 

介入前後に日歩数、運動行動の変容ステージ、運動セルフ・エフィカシーの測定を行った。また、

介入後は、プログラム自体の評価を行った。結果は以下のようにまとめられる。 
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1. 各群のプログラム継続率は、82～97%と非常に高かった。 

2. 各群の日歩数は介入前後で同程度の増加を示した。 

3. 各群の運動セルフ・エフィカシーの得点は介入前後で同程度の増加を示した。 

4. プログラム評価は、D群と比較してA、B群の方が有意に高い評価を示した。 

 

以上のことから、通信によりこのような教材を配布することで、身体活動の継続に対して影響を及

ぼす運動のタイプ、コスト、複雑さなどの運動自体の阻害要因や、施設の利便性やアクセスなどの環

境的阻害要因を回避することができることが示唆された。また、本プログラムで用いた4つの教材は、

関心期や準備期といった行動変容に対する動機づけの高い者にとって、短期的には日歩数や運動セル

フ・エフィカシーに影響をもたらすことが示唆された。しかし、プログラムに対する主観的評価では、

D群より A、B群の方が高かった。このことから、A、B群に配布した教材は、長期的効果のある教

材として、また長期的プログラムに用いる教材として望ましいと考えられる。 

 

7. 今後の課題 

本プログラムで用いた 4 種類の教材は短期間の日歩数を増加することにある程度効果的であった。

しかし、プログラムの主観的評価を見るとA、B群は「運動を行う良いきっかけになった」、「歩く楽

しみを感じるようになった」、「これからも続けたい」と回答した割合が、D群よりも高かったことか

ら、長期的なウォーキングの継続が見込まれる。そのため、今後、フォローアップ調査を行い、それ

ぞれの教材の長期的効果を明らかにすることが必要である。 

また、4 群に配布したすべての教材は、継続率が高く、また歩数や運動セルフ・エフィカシーを増

加させるのにある程度有効であることから、今後は、運動行動の変容ステージに合わせて 4種類の教

材を使い分けて行うプログラムを開発することが必要であると考える。 
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